



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































＼費川の f固人的調整過秒 ‡1会的調整過程 影響抽出法影篇出法ll磁
fl～捌芝出法 需要力動分析 地価分朽 余剰分杁 の長知　所　　　　　一
o対象地域と似た人気一家。十芝出 大気 かつ環境のよい
























o具体的 o需要供給曲線 o理論的不II確 o理論的IF確費用測定法 の推定
o過少評価 oテータ不足 o影響抽出が困
難






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































要　　　　　　　　　　　　因 ∂zx ∂NB号 効　　果 一∂え’ ∂z
①　社会的割引率 乙 小 十 一
②　投　　資　額 K 小 十 一
需要構造
③　初期最高つけ値 α 大 一 十
④　需要の成長 β 大 『 十
⑤　需要の　弾力性 一γ 大 十 一
プロジェクトの効果
固定部分 ξ 小 十 一
⑥　平均付帯費用 比例部分 η 小 十 『
プロジェクトがない　　　　団定部分 ξo 大 一 十
⑦
場合の平均付帯費用　　　比例部分 ηo 大 一 十
固定部分 ηo一η 大 什） ←）
⑥　プロジェクトの効果　　　　　　　　　　　　　　比例部分

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































初期つけ値α 士　（一） ±　←） ±　（一）
需要の成長β 士　（一） 士　←） ±　（一）
〃弾力性（一γ） ±　（一） ±　（一） 士　←）
④　平均付帯費用
初期周定的費用　　　　　　ξo 十 十 十
〃　比例的〃　　　　　ηo 十 十 十
第1および第2段階
固定的費用　　　　　　　　ξ 十 十 十
第1段階比例的費用　　　　η1 一 一 一
























































































































規模の経済に閉する条件　　　　　　　　　比較 すへき形態投　　　資　　　額 一体化利用効果 川いかけ 段　階‘一括
」（i・Ks1＜Km／Ks2
P　／　　K　　ン　　KSI＋Ks2
（有）Z＜0．田1 ／∪ 一ン、）ノ ／、＿ノ
かK＜叉K㌍1、s、（イ1）zでo．5Zl 「つ ● 、、
（無）元：o．5カ1 r　、Aノ × ・／@　　　1A．ノ
ぽ2　㌫㌧、， 畑り　元一二〇．5石 O　l「」 x
l　k㍉一二丁「・・K，2（㌧’K、・2Km
@　かつKI　トK｜2　／・2Km　’　　　　　一





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































風 ¥ 皮 高 う　ね り 流 れ
m／s 111 ノツトトノ
4〔， ooo lo1ソ、ト 07以 卜 階級1↓ソ、ト lr棚にO．5以卜
70｛｝OU 8 〃 同 ヒ 同 ヒ 同 ヒ



















































































































































































































































港内の気家．海象生起パターン 船型．積み卸し貨物届： ■ 貨物の
重類の頻度表 FR肌IS）
外 変換モテル（システム1）





























































































































選択 賜花 出港 衛役開始MINIM








































































































































































、 一　　一　一一 一　一　一　一 一　一　　一　一















1 0　～　　1999DW 1 0　～　　　　　10n
船
2 2000　～　　2999 2 1　～　　　　99
3 3000　～　　　6999 積 3 100　～　　　299
型 4 7UOO　～　　11999 4 300　～　　　699
5 1200U　～　　17999 5 700　～　　1499
6 18000以1． 荷 6 1500　～　　3099
1 肥料，リン鉱イ1粕 7 3100　～　　6299
貨 2 イ、　材 8 63｛｝0　～　12699
物仲
3 一般屑1貨 5ヒ 9 12700　～　254～）9
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































iha） c A い A c A い A
1 Z10 50｛D 123 300 13202200381 →00 5391100





地域 6 7 8 9 10
　・tロ
ソエクト い 八 c A り ．s c A C A























順番 “7円） ぽζ；円） 順番 （億円） （側ID
1 12928 12928 6 13304 12993
2 12988 12946 7 13542
3 13020 12964 8 13627
4 13195 12988 9 13793































1111 2221 0000 1111 3323




















D（ha （億円） “（1円） 1）（ha） （f（｛円） （1ζて円）
250 12928 12893 21｛｝ ；0746 lO676
2・19 12863 12839 2UU 10153 10133
248 12851 12784 100 4809 1809
247 12729 12729 90 4：044 1309
246 12724 12675 80 3819 3811
230 11337 11775 70 3358 3324



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1 2 3 1 2 3 1 2 3




































































































































































































































開　　発 方 式 目的関数の値と順位
1 期 2 期 3 期 3　％ 4　％ 5　％番
号 開発 建設費月 開発 建ii購目 開発 建設費用 ll 現　価 順 現　価 順 現　価
方式 φ〈1（N円） 方式 φ〈1011PD方式 （×1dll・D位 ◇〈1011円）位 （×1011円）位 6〈1011円）
1 （3．2．1 lLO（3．2．2 54 （1．Li） 6．0 1 20，9841 20，3131 19，697
2 （3．2．1） 11．0
（3．2．2）
i1．1．1） 12．4 、一 一 2 21，6952 20，9898 21976
3 （3．2．1 11．0（32．2） 6．4 （1．2．1） 7．0 3 21，7283 2L1912 20，311
4 （3．2，1i3．2．2） 11．0 一一 ．～ （U．1） 6．0 4 2L8644 21，4534 2LO83
5 （3．2．1 11．0（3．2．2） G．4
（22．1）
i2．2．2）．3．0 5 22，4725 21，6643 20，924
6 （3．2．1 11．0
（22．1）’つ2．2） 80（3．2．2） 6．4 1022，6626 21，8975 21，196
表一8．3，2b　建設費用の現在価値の順位（ケース皿）
1　　期 2　　期 3　　期 3％ 4％






























































































































































































































































































1 2　　　　　3 1 2 3 1 2 3




























































































































































































































































































































































































































































































































































































1 2 1 2
1 3 3 2 2
2 2 2 5 5
3 4 4 1 1
　　k
r
A B
1 1000 1500
2 2000 3000
表一9．4．　3吸収地での需要量　表一9．4．’t．ターミナル容量
　　　　（104トン）　　　　　（104トン）
‘ 需要量
1 30
2 15
3 25
　k
r A B
1 30 30
2 100 100
表一‘・9．4，6公害防止費用
　　　　（104円／トン）
　　k A B
Pk 2 1
注）　以下，X（t，k，ノ，s）のノは発生地が1つのため省略している。
一231一
　，　y
3）
，2
）13
（
一
3）（2　　
0　
0
朗②…∵工已山図⇔同ゆ
0000
，B（　，10　
十十・十）・　
12」2
（XO　
4十十　
）22　珀山品蝋斑聞h山〔已h已
1212
°
冨∵亮∵∵二二
9．4．2　最適解とその吟味
　　　最適解及び双対問題の最適解を求めると
　　　　x（1，A，2）二30　　y（A，2）＝1
　　　　x（2，A，2）＝15　　それ以外のx，yはO
　　　x（3，A，2）二25
　　　　u（1）＝5　，　u（2）＝4　．一［i－（3）二6　，¶▽二〇
　　　w（A，1）＝0，w（A，2）二〇，li（B，1）二4．：（B，2）＝4
　　　ここで各主体の純収益を考える。ターミナル建設管理主体Aの純収益π1（A）は，
　　　　　　　　　　32　＿　　　「「　1（A）；°・ぽ」lu（i）一こ『・（i・A・1・・）－P・｝・（・・A・1・・）
　　　　　　　　2　　　　十ど｛R（A．s）－F（A，s）｝y（A，s）
　　　　S＝1
定義よb（α＝0．5として計算する。）
R（A，1）二mm｛o，F（A，1）－o．5Q（A，1）W（A，1）｝；o
R（A・2）＝＝F（A，2）－o．5Q（A，2）W（A，2）＝2000
よって
　（罰金）
（補助金）
πt（A）＝°・5〔｛（5－・－3－2）×・＋（4－・－2－2）×・＋（6－・－4－2）×・｝
＋｛（5－・O－3－2）×30＋（4－O－2－2）×15＋（6－・－4－2）×25｝〕
　一十（O－1000）×0－1．（2000－2000）×1＝0
　同様にしてノ　ミナル建設管理主体Bの純収益π1（B）は
　R（B・1）＝　min｛o・F（B，1）－o．5Q（B，1）W（B，1）｝＝o　　（罰金）
　R（B・2）二min｛o・F（B，2）－o．5Q（B，2）W（B，2）｝＝o　　（罰金）
であり，x（i，B，1，s），y（B，s）＝Oなので
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〆●
　　　　　π1（B）二〇となる。
　　　　つぎに利用者の純収益を考えると
　　　　　　　　　　　　　2　　　　π2（1，A，1）一一＝　O，　5Σ｛u（1）－v－c（1，A，1，s）－PA－w（A，s）｝x（1，A，1，
　　　　　　　　　　　　　S＝1
　　　　s）＝O．5｛（5－tO－3－2－O）×0十（5－O－3－2－0）×30｝＝O
　　　　同様にして
　　　　π2（i，B，1）－O．5｛（3－O－2－1－4）×0十（3－0－2－1－4）〉く0｝
　　　　　　　　　　　二　〇
　　　　π2（2，A，1）一一〇．5｛（4－O－2－2－0）×O→（4－0－2－2－0）×15｝
　　　　　　　　　　　＝：0
　　　　π2（2，ts，1）　　O．5｛（6－O－5－1－4）×O寸（6－O－5－1－4）×0｝
　　　　　　　　　　　＝　o
　　　　π2（3，A，i）一．0．5｛（6－O－・1－2－O）×O寸（6－O－4－2－O）×25｝
　　　　　　　　　　　i　O
　　　　π2（3，B，j　）－O，5｛（2－O－1－1－・4）×0－f（2－O－1－1－4）×O｝
　　　　　　　　　　　二L　l）
　　　　となる。すなわち各経済主体の純収益は最適解においてはすべてOになる。
　　　　つぎに補助金，罰金政策を取らなかった場合を考えてみると，その時の各経済F．体の純
　　　収益は以ドのようになる。
　　　　　　　　　　32　　　　π1（A）二〇．5ざΣ｛u（1）－v－c（i，A，1，s）－PA｝x（i，A，1，s）
　　　　　　　　　i＝ls・1
　　　　　　　　2　　　　　　　一どF（A，s）y（A，s）
　　　　　　　　S＝1
　　　　　　　ニー2000
　　　　　　　　　　32　　　　π1（B）＝0．5どど｛u（　i）－v－c（i　，B，1　，s）－P｝s｝x（i　，　B，1，s）
　　　　　　　　　i；1S＝1
　　　　　　　　2　　　　　　　－2’F（B，s）y（B，s）
　　　　　　　　s＝＝1
　　　　　　　二〇
　　　　π2（i，k，1）く0　　（i＝＝　1，2，3　　k＝A，B）
　　　　したがって，ター．一ミナル建設管理主体Aの純収益は負となり，タ・ミナル建設は行われ
　　　ないという結果が生じる。
　　　　これでは国民経済的な立場から見て最適なター．ミナル立地パター一ンはターミナル建設管
　　　理主体の犠牲負担なくしては達成されないことになり，不合理となる。
9．5　結言
　　　　タ．ミナル立地問題は倉庫もしくは工場立地問題と同様．フィックスド・チャ　ジ問題
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として，古くからその最適解を求めるアルゴリズムが開発されてきた。しかし，これは物
流システムの合理化の観点からのみ考察されたものであって，開かれたシステムとしての
環境問題が考慮されることはなかった。
　最近，環境事前評価が問題となっているが，効率的なターミナル立地が実行不可能と判
断され，中止もしくは不経済な追加工事や支出が要請されるようになると，国民経済的な
観点からみて最適かどうか疑問となる。
　本研究では国民経済的意義に新しい解釈を加え・費用便益分析の拡張によって，最適解
を得る方法を提小したモデルは・一般に混合整数計画問題と称せられる分野に属するが，
その双対問題を展開することによって，ターミナル建設管理主体及び利用者（荷主）の便
益及び費用を知ることができる。これを利用して．分権的達成のための使用料，混雑料，
補助金及び罰金の制度の基礎となる考え力を定情的に小すことができた。また，これを簡
単なモテルに適用して，その実用性を証明した・
　これは．従来，国民経済的によい計画でも・実際はそのように利用されない事実に対し
て・一っの指針を与えたものと言える。しかし，実際に当ってはつぎのような問題点がある。
　　1）費川便益分析の持っている諸問題点．すなわち便益費用の計測の精度．特に公害
防止費用の的確な算定，割引率の問題はそのまま本研究の問題点となる。
　　2）9．4κ不した例では．解は容易※求まるが，変数の数が多くなった時，また，費
用関数，変換関数が非線形となった場合のアルゴリズムの開発が必要となる。
　　3）本モデルでは，需要，発生量を外生的に与えているが．実際にはターミナルの立
地状況によって需要，発生量は変化するであろう。すなわち．これらの非弾力性の仮定は
実際的ではない。また，たとえ需要供給量が非弾力的であっても，時系列に変化する。比
較静学の問題としてこれらの変化を取b入れなかったことは，実際に適用する場合，長期
にわたっては不公正を招く結果ともなる。
　　4）使用料，補助金，罰金を従量制にしたことは，運輸行政上別な問題を生じせしめ
ることになるだろうが．本研究では，これらに対する考察は加えていない。公共料金，課
税の問題は，財政，物価等の観点からも検討されなければならない。
　以上のほかに，輸送交通量，費用．便益の算定等，不確実性を伴うものであるが，本研
究ではこれらの不確実性に対する対応を詳細に行っているわけではない。
　一つの方法論を提示する場合，以上列挙した諸点は実用性を著しく損うものであるが，
現在用いられているターミナルの立地選定と，利用に関する管理運営の方法は定性領域か
ら脱し得ず，国民経済的にみて合理性を有していると思えない。本研究が，ある評価基準
のもとで．最適解が存在し．それを実行するためには，管理，運営の方策が伴わねばなら
ないことを示唆しうれば．その目的の大半を達したことになる。精度の高い基礎的資料の
集積が特にこの種の研究の発展に望まれる・
一234一
●
第10章　結 論
　本研究で煤，費用便益分析（OBA）を土木計画の評価に利用するにあたっての問題点
として次の6つを提起した㌣）
◎CBAの依拠する”社会的望ましさ”とは何か。
②CBAでは公平性はいかに為惹1れているかまた，されるべきか。
◎費用，便益の測定は可能か．特に公共財についていかなる計測法があるか。
◎費用最小化基準」における言晒目標の妥当性はいかにすれば検証できるか。
⑤プ・ジェクトの実行時期に焦点をあてたとき，一括，段階，追いかけ型それぞれの有利
　イく矛1］はとうカ・o
④多くの計画主体があるとき，ある特定のプロジェクト群の分違的達成の方法はあるか。
　以ヒの問題vc対して，各章で以ドのような解決法の提案を行った。
　まず，第2章は問題①およひ②に対する解答であり，CBAが依拠する目的関数，すな
わち社会的厚生関数について分析を行った。その結論は以下のとk・りである。
　⑦CBAにおける個人の蒙むる費用や便益は，人々が支払うに値すると考える額，支払
　　い対価で評価される。
　②しかし，支払い対価が計算可能であるためには，所得の限界効用が一定であるという
　　仮定を必要とする。
　③この結果，個入の蒙むる費用および便益は，プロジェクトによる効用の増加分を所得
　　の限界効用で除したものに近似的：c等しい。
　④④，②，③の考え方は，異時点のプ・ジェクトの効果に対しても適用できるが，この
　　ときには個入の時間選好率という概念を必要とする。
　⑤もし，全社会構成員の支払い対価を最大にするという目的関数を設定すれば，プロジ
　　ェクトの純現価を最大にするという純現価基準が正しい。しかし，社会的割引率の決
　　定法は依然として問題が残る。
　⑥純現価基準は，潜在的パレート最適性を達成するという長所をもっているが，それが
　　個人の効用の増加分を所得の限界効用（MUエ）で除したものであることからつぎの
　　ような欠点を有している。
　　i）MUエー定であることにより大規模プロジェクトにCBAを使用できない。
　　ti）現存する所得分配を最適とみなしている。
　　m）高所得の効用の増分をより重要視した基準である。
　⑦上記効率性基準の欠陥を補うためには，公平性基準の導入を必要とする。しかし公平
　　性を個々のプロジェクトにおいていかに評価すべきは現存の政治機構に依存する。
注）詳しくは，第1章1．1参照
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　⑧公平性基準に関する従来の研究は，価値判断を導人することはせず，むしろ過去の政
　　府の意志決定から逆に意志決定者が暗黙裡に想定している公平性基準を推定φること
　　が主流であり，かつ，今後の研究の大切な分野となるであろう。
　⑨都市的土地利用計画においても，公平性基準が重要な問題となってtoり，過去の計画
　　よりその討画1三体が想定していた重みづけを推定することができる。
　1：記結論κ対して，公平性基準の導入は，もはやCBAを，逸脱しているとの批判もあ
るであろう。しかし，CBAとは，原則として人々の効用の増加分を，測定しようとする
手法であると広義シ（定義を行えは，決して公平性基準の問題をおろそかにはできない。む
しろ，それはCBAの最も素直な発展と考えるべきであろう。
　第3章ては，問也⑤をとりあげ，第2章で定義された費用，便益およひ効用の測定方法
について分析を行った。その結論は以下のとk・りである。
　①対象とするプロジェクトの効果が微少であり市場価格を変化させない程度であれば，
　　ブ・ジェクトの影響を受ける財またはサービスの変動分に価格を乗じた価額をもつて
　　費用およひ便益iとみなしてもよい。
　②対象とするブ・ジエクトの効果が価格変動をむよぼす場合には，影響を受ける財また
　　はサービスの需要関数を導入し，この需要関数の線積分を計算しなければならない。
③③，②の結論を公共財の典型である環境悪化の社会的費用の計測方法に適用してみる
　　と，直接支出法，需要行動分析，地価分析toよひ余剰分析の4つに分類できる。これ
　　らの方法を比較してみると，最後の余剰分析が理論的には最も止確であるが，実際の
　測定ucあた・てはあいまいさが残る・故に上記の方法を常va併用することカ・望ましい。
④費用．i5一よひ便益の帰属は，　i）物価の下降（上昇）にともなう消費者余剰の増大（減
　少），または，ii）要素価格の上昇（下降）にともなう余剰の増大（減少）としての
　形態をとる。
⑤上記i）抽びii）のいずれの形態として帰属するかは，財規び生瀬素の需要，
　供給の価格弾力性に依存する。
⑧財の需要および土地以外の生産要素の価格弾力性が無限大である場合には，便益（費
　用）は全て地代の上昇（下降）として帰属される。したがって，この場合にのみ地価
　の変動分をもって社会的便益（費用）とみなしてよいことになる。
⑦③において価格弾力性がゼ・である場合には，便益（費用）の全ては，価格の下降（
　上昇）により消費者余剰の増加（減少）として帰属される。
⑧価格弾力性が無限大からゼ・の中間にある場合には，その弾力性に応じて，④のi）
　お’よびii）の2つの形態に帰属される。
⑨費用便益の値は，高所得者ほど高い値になるという欠点を補うためには，所得の限界
　効用を測定する必要があることは，第2章においても示したことであるが，従来の研
　究を整理した結果，表一3．4．1に・5すように，その弾力性は一15～3，0という著し
　い安定性をもっている。
⑩しかし，この値は，使用されたデータがもっている消費パターンの近傍でのみ成立す
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●　　る値であるので，大巾な消費パターンの変動をもたらすプロジェクトに対しては，適
　　用限界をもつことになる。
　第4章では，問題④をとりあげ，公共士木計画においてよく採用される評価基準である
1費用最小化基準」とこの基準が必ず前提としている計画目標の妥当性の検討方法につい
て述べた。得られた結論は以トのとお・りである。
　①設定された、il画目標が純便益を最大にしていうという意味で妥当であるためには，当
　　該計画H畑が次の3条Piを満足している9：うな需要構造　（したがって計画目標の便
　　益関数）をも一ている必要がある。
条件」
条件H
条件皿
計画目標の限界便益が対応する限界費用に等しい。
純便益は非負てあるo
条件1あ’よぴflを満足する引画目標水準が複数個ある場合には，当該目標値
がこれらのうらて純便益を最人Kするものである。
　②費用最小化問題は凸環境トと非凸環境トのそれに分類することができ，凸環境ドでは
　　①で述べた条f’1⊥uけイ・要てあり，条fii　lおよび1のみで条件皿を満足している。これ
　　に対して非凸環境トでは条件一田がifi‘駿万をおひてくる。
　③条件1にお・ける限界費用は，費用最小化問題を適当に定式化し，その双対定理を利川
　　することによって計負・J能である。
　④一方，限界便益を、1’1画目標水準の隙1数として表小したものは，計画目標サービスに対
　　する需要閉数に他ならない。
　⑤この需要関数の線型桝を仮定したときの定数項は，当該プロジェクトが実行されなか
　　ったときに，’り該サー一ビス需要者が次酋の策としてとるてあろう行動によって発生す
　　る限界費用の中での最高仙を小しているので，このヒド限値を知ることが比較的簡単
　　に可能である。
　⑥この上下限値と限界費用との比較によって，設定された計画目標が妥当であるための
　　需要関数のパラメーターの範囲を得ることができる。
　⑦本研究で提案した計画目標の妥’押1の検討方法は，直接，便益を計算する方法に比較
　　して，より少ない情報によって得られるため，より不確実ではあるが，簡便である。
　⑧さらに本方法は，計画主体が”暗黙”のうちに想定している便益関数を明確に計量化
　　するという点では，計画のあいまいさを除去する有用な武器であるとも考えられる。
　第5章では，問題⑤拾よひ⑧をとりあけプロジェクトの諸兀のうちで，とくに，プロジ
エクトの実行時期に着目して投資形態のあり方を分析した。分析にあたっては，第1に，
プロジェクトの実行時期に焦点をあてた広義の段階的投資計画を分類整理し，これに関連
する従来の研究の成果ならひにその問題点を明確化した。第2に，純粋な実行時期決定問
題をとりあげ，従来の研究では不十分であつた感度分析を行った。第3に，2段階建設計
画をとりあげ，従来論及されていた3つの投資形態，すなわち，追いかけ型，段階型およ
び一括型の明確な定義を与えるとともに，それぞれの形態の有利である条件を明らかにし
た。最後に，多地域多部門多段階投資計画についても言及した。ここでは，従来の研究が
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主として定式化とその効率的な解法に重点を置いていたのに対して，本研究では，その分
権的達成ならびに追いかけ型の投資形態との関連を明確にした。得られた結論はつぎのと
おりである。
⑦1つの不可分なブ・ジエクトの費用および便益に影響を与えるパラメーターとして，表
　一5．21に示すようなものを選択し，これらが最適実行時期ならびに目的関数の値であ
　る純現在価値に与える影響を分析した。その結果，表一5．2，1に示すように，いずれの
　パラメーターも一意的に実行時期に影響を与えるという影響の独立性が判明した。すな
　わち・社会的割引率，投資額，平均付帯費用は大きければ大きいほど，逆に，需要の成
　長ならひに弾力性は小さければ小さいほど，実行時期が遅れ，かつ，プロジェクトの純
　現在価値は減少することが判明した。
②2段階問題で従来言及されていた段階型と一括の他に，追いかけ型の投資形態が重要で
　あることを明らかにした。この追いかけ型の重要性は，表一5，3，4に示したようにいか
　なる環境においてもその絶対的不利な場合は存在せず，常に比較の対象になることが明
　らかとなった。
③建設費に関して規模の経済が働かず，かつ付帯費用に関して一体化利用の効果がない場
　合には，いかなるパラメーターであっても常に追いかけ型が有利であることが明らかと
　なった。
④建設費の規模の経済が存在するかまた一体化利用の効果がある場合には，必ずしも追い
　かけ型が有利であるとはいえず，段階型および一括型との比較がなされねばならない。
　この意味で，段階型および一括型が比較の対象となるべき条件を表一5．3．4のようにま
　とめた。すなわち，建設費に関して規模の経済が働かない場合には，一般に一括建設は
　不利になり，形態比較の対象としなくてよい。また，一体化利用の効果が存在しない場
　合には，一般に段階建設が不利になる。しかし，追いかけ型はいかなる環境下であって
　も常に比較の対象としなければならない。
⑤ろ形態の比較を必要とするとき，一般に，それぞれの形態別の最適実行時期の間には，
　追いかけ第1段階，段階第1段階，一括，段階第2段階，追いかけ第2段階の順に遅く
　なることが判明した。この関係によって，割引率および需要構造の変化が，一意的にあ
　る形態を有利VCするという結論は得られず，他のパラメーターの値に依存することが明
　らかになった。ただし，追いかけk一よび段階型の第1段階と一括型の実行時期が一致す
　る場合には，割引率，需要構造の変化は一意的に一括または追いかけ型を有利にする。
⑥他のパラメーター，すなわら，表一5．3．2に示したパラメーターは，表一5．3，2の正負
　の符号に従い，いずれも，他のパラメーターの値に無関係に，追いかけ型または一括型
　を一意的に有利に導く。
⑦計画目標が設定してあるサービスに対して双対変数の値に等しい価格を指定することに
　加えて，最適プロジェクトに対して，固定費用分だけの補助金を支給し，最適でないプ
　ロジェクトに対して適当な罰金を課す補助金政策を組み込めぱ，地方当局の競争的均衡
　によって多部門多段階計画の分権的達成が可能である。この補助金政策を必要とするの
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’ゴ
は，ブ。ジ．ク・酬嘩模の締が触ているという非凸性のためであつて・凸麟
下であ。ては，。の・うな補助金は必要とせず，価格体系のみt’C・・て分勧翻が可
　能である。
⑧上記の価格，補ぬ体系のもとでの1也方綱のプ・ジ・ク・評価の形態は・規模の締
があるにもかかわらす，出・・，一括，段継誤どの複鮪形態を考える必要はなく・
追いか酬酬騨納形態であるプ・ジ・ク・の純収益のll・負のみによつて判定する
。とがぱる。この袖，脳当1・弓但一て非常VC計画噸する労力を節紛ることが
　できる。
第、苗，か、9章・噺ぱて・・第・阻して・・BAを燃の昧・舳へ馴した例を
述べた．ここては，適川才・掴’木瀬特イ川・1題端起し・その酬法のUI！案を行つた・
，ず，第、）；’・　rc　oL，　c）　1・　A…（1よる夕繊汕の縦肱を提案した・ここt「c・外港洲と
は，酬の撚の酬を制伽倦川1地・…静穏に保つための繊σ馴垣を示，・したが
。て摘鰍とV・　C）公川のX：　rt，定靴担ひその麟・・雛城が幟となり・これ
はrl胸訓対する1つCl．・撚てもある・イ1｝られた結論は”ぎのと剖である・
（i）、・b・1、t也徹徽の滅として，港酬の波計では／f・・’i’分で劫・蝿計画の継からは・
　港酬、業の能剤瑠与する港｝・捌撚条件介てを倍・ことが轍しい・
②①の燃的碇靴手、」．としては，港酬賭の撒ξ剛断VCもとずく・判別1掲数測
　よ。て，編度の定紐が・▲能であり，・の実HM，iもあると離られる・
㈱穏慨聞・せることとい・公川オはる麟は，港酬・業の能率の向」⇔ると考
　えられるのて，アイドノv　ll，’f’　”ilの減少として禰できる・
④。の計蜘娃・ては，騨なモプルが勒励・モ・テ・カル゜型の酬の船舶慰
　ひ貨物雛を示すシ・・レー一・7－9ンモテルを嵯とし・・れは・てイ櫟時間の変鋤
　計算がul能であるo
⑤港湾取拠貨物1“1　e：t，外港計画1・c・・て変化するとは思われふので・これを’一定とす
　れば，鞭益最大化基勧酬1最小化基靴噸し・・畷勧もとに髄な蝿施設
　の配置と規模を決定することができる。
　第璋剛鯛お・び④剛1するもので，経酬画か・緯・れるII二細地需を敵
し，かつ環熾壊を生じさせ妙・・にしなが移数醜綱の多数の代替案の中から・
鮒な工端発地の齪とその1澱峡定を徹うためにはいかtz・すればよいかを問題と
　した。そして，ここれを達成するため7C，
⑦社会的酬1を工糊発費f“の中にできる鮒定靴して導人すること・
②都欄発緬紅業醗，lt画噂入し，」1馴地との斉AM・を保ち・餓に快嗣麟
　　を準．債1すZ）ことo
　の2点を強調した。　　そして，社舗費脳・ひ都制用発棚紅業醗酬鱒入したうえで・多数の候補
地の多数の代替案別1から瀬目標である工業用地酬を齪し・かつ最’j’の醐となる
倦案の総わせを翻する鋤の縦モテルを・ゴ轍計画跳・・て定式イヒし・計
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算例を示すことによって，本モデルの実用性を検討した。その結果から，次のような結論
を得る。
①費用関数は，階段状の関数とみなした方が望ましい。
②選定モデルの解法としては，分岐限定法と動的計画法があり，単に解を求めるだけなら
　ば，後者の方が効率的である。
③候補地の数および計画目標値の変動に関する感度分析には，動的計画法が有効であるが，
　費用関数の変動に関するそれのためには，分岐限定法の方が効率的である。したがって，
　選定モデルの解法としては両者とも一長一短があるので，両者で解いてto〈方が望まし
　いo
④同じ目的をもつプロジェクトの選択問題（たとえば，水資源の開発，都市開発ブ・ジZ
　クトの選択などに繁雑にあらわれる）に対しても本研究の定式化とその解法はきわめて
　有効であろうと考える。
⑤社会的費用の計測がごく限られた部分にしか可能でない現状では，一定以上の環境破壊
　をもたらすような工業開発プロジエクトをあらかじめふるい落すことが大切であり，そ
　うすることによって，本モデルのより望ましい利用法が実現できるであろう。
⑥第4章で提案した計画目標の妥当性の検討方法を本工業開発モデルに適用した結果，不
　確実性を有するが，簡単に，想定された計画目標が最適であるための便益構造が計算さ
　れ，その実用性が検証された。その結果，本工業開発モデルの計画目標の妥当性が証明
　された。
　第8章は，問題⑤に関するものであり，計画期間中の各期の累積工業用地需要量を満た
し，かつ，社会的費用と都市開発費用を含む工業開発地の建設費用の現在価値を最小にす
るような開発地の選定，開発規模toよび建設手順の決定を行なうにはいかにすればよいか
を問題にした。
　主要結論は以下のとおりである。
⑦開発規模の異なる代替案は一般に相互に排他的である。
②代替案の作成作業の困難さのために，実際の問題としては1地域の代替案の数は多くと
　も4～5個であろう。
③それぞれの代替案の段階建設が可能であるための条件は，代替案を，それぞれの部分と
　以前に建設されている部分とを結合して供用可能な数個の部分に分割できることである。
　そして，単独で供用可能な部分のみが，第1段階建設部分となりうる。
④分割不可能性は，工業開発地に必要な諸機能の不可分性に依存する。すなわち，不可分
　性の単位の最も大きい機能に応じた建設水準が最小の段階建設水準となる。
⑤一般に，工業開発地の段建的建設の限界費用は，段取費用の存在のために，その段階を
　単独で建設した場合が他の段階との一括建設の場合にくらべて高くなる。
⑧開発水準と累積建設費用との関係を示す費用関数は，段取費用を無視できる場合には単
　調増加で段階状の1本の関数として表現される。これに対して，段取費用が存存する場
　合には，同一の開発水準であつても開発手順によって変化するため多くの曲線の群とし
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1　て表現される。
⑦このような費用関数をもつ工業開発地の多地域多段階建設計画モテルは，0－1整数計
　画法によつて定式化することができる，分岐限定法によって解くことができる。
⑧段取費用の無視できないときは，目的関数が2次形式となる。この2次形式を線型化す
　ることKより，本モテルの効率的な解法がn］能となる。
⑨代替案の／〈　til分性，代替案の完結性，代替案が他の代替案の1つの段階関発状態となつ
　ている場合についても簡単に同様な定式化が口J能である。
⑯分岐限定法は，次善解，三善解…を知ることが容易にできるので限界建設費用の変動に
　関する感度分析を本研究で提案したアルゴリズムにより比較的簡単に行t：うことができ
　るo
㊥ヰ干フ’ルの，iピ算時問およひ計算容川に関しては，試算例をもとにした計負例を示すこと
　によって，実用的な候㈲地数，代替案数，日j能な建設段階数およひ計画期間長をもつ問
　題を実用的な時間と容｝6：で解き得ることが判明した。
⑫本モテルにおいても，社会的割引率の大小は最適解を大きく変動させる。これは公定歩
　合等の変動が建設方式に大きな影響を与えることを意味する。
　第9章は，問題⑥に関す5ものであり，ここでは，外部不経済を考慮したターミナル立
地計画の策定法の提案とその分権的達成法について述べた。すなわち，輸送需要と環境基
準が与えられたとき，周辺環境整備，輸送費，建設費用からなる総費用を最小にするタ…ミ
ナルの配置と規模をもって最適とする立地t“画を混台整数司画法によって定式化した。そ
してこの，i’　biiSを各地域の各ター一ミナル建1没L体の自発的行動によって達成するためには，
いかなる政策を必要とするかを論じた。以卜’にその結論を記す。
①立地川画を混合整数計画によって定式化でき，このとき，その双対問題を展開すること
　によって，ターミナル建設管理主体お・よひターミナルサービスの利用者にそれぞれ帰属
　する便益5・よひ費用を計算することができる。
②分権的達成のためには，ターミナル毎に異なる使川料，混雑料，補助金およひ罰金の制
　度を導人する必要がある。何故ならぱ，このとき，いかなる立地主体も全体的最適計画
　以外の行動をとっても損失を発生せしめるからである。
③卜記の使用料，補助金などは，従II｛：制であるべきであり，この値は，双対定理より決定
　することができる。
　最後に，At後に残された問題点について述べる。
　第1に，本研究では不確実性に関する評価方法について除外した。これは，費用便益分
析の適用⊥，極めて重大な問題ではあるが，決定理論にみられるように未だ十分に発達し
た評価力法が存在していないし，かつ，本研究でもその提案を行なえなかった。今後に残
された問題である。
　第2に，CBAと他の評価手法たとえば環境アセスメント，多属性効用関数，　Miw，
社会指標などとの関係について述べることは，極めて重要と考えられるが，これも今後の
課題として残っている。
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　第3に，環境に代表される公共財の便益測定法に関しては，その既往研究のみにとどま
つて抽・新しい測勧法の提案ケ⊂いた・ていない。この開発はCBAの適月］性の命運を
決定づけると思われるが，本研究の範囲外におかざるを得なかった。
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